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１．中国における宅配事情 

昨今、日本では、宅配便大手企業において、インターネット通販の普及と人

手不足でドライバーなどの労働環境が厳しくなっているとして、労働組合が荷

物の取扱量の抑制を要求したと大きく報道されました。 

中国で暮らしていると、淘宝（タオバオ）をはじめとしたネットショップ、

食糧品や水などありとあらゆる物のネット通販デリバリーサービス、はたまた

街中の普通の飲食店からの配達を外部業者が請け負う外売（ワイマイ）と呼ば

れる出前サービスなど、日本よりはるかに進んだ宅配サービスを享受すること

ができます。 

支払い手段においても、中国ではＡｌｉｐａｙ（支付宝/アリペイ）、ＷｅＣ

ｈａｔ Ｐａｙｍｅｎｔ（微信支付/ウィーチャットペイメント）などの電子決

済サービスが日本よりはるかに普及しており、通販・宅配サービスの利便性と

相まって、日々その便利さに驚かされているところです。当地で暮らしている

日本人の中では、「日本に帰ったら不便で困るのでは？」などという冗談も出

るほど、こういった電子決済や通販・宅配サービスは、生活に欠かせないもの

となっています。 

しかし、最後に物品を配達するには、やはり人手が必要です。いかに人口の

多い中国とはいえ、これだけ通販・宅配サービスを充実させても、日本と同じ

ような問題は生じていないのでしょうか？ また、中国の物流市場には、まだ

市場参入余地や伸びしろはあるのでしょうか？ 

今回は、中国における宅配業の現状と発展計画について、レポートいたしま

す。 

  

２ 宅配業を８千億元産業に 

昨年末、中国国家郵政局は、２０１６年の宅配便の取扱量が、同年１２月２

２日までに３００億件の大台を突破したと発表、通年でも、２０１５年の実績

（２０６億７，０００万件）を５割以上も上回り、今年も世界首位を維持する

見通しとの報道がありました。 

中国における宅配便の取扱量は、電子商取引（ＥＣ）の成長により過去１０



年間で急増しており、２０１１年以降の伸び率は対前年比で５～６割増を維持

し続け、２０１４年に米国を抜いて世界最大の市場となりました。 

 

また、今年２月には、中国国家郵政局により、宅配業の発展に向けた第１３

次５カ年計画（２０１６～２０２０年）が発表され、２０１５年に２，７７０

億元（約４兆５，７００億円）であった産業規模を、計画最終年度の２０２０

年までに８，０００億元まで拡大する目標が掲げられました。 

 

同計画では、宅配業は「中国経済の重要な産業であり、新たな成長点」であ

るとし、電子商取引（ＥＣ）を支え、物流コストを引き下げるなど、企業の生

産活動や国民生活に貢献し、雇用の受け皿としても機能していると評価した上

で、今後は、２０２０年をめどに、技術、サービス、安全、環境対策などを一

層強化するとともに、農村部を含む全国各地をカバーする宅配ネットワークの

整備を進め、重点都市間では４８時間以内の配送を実現するとともに、農村部

では郷鎮（県級市の末端自治区）レベルの配送拠点設置率を２０１５年の７０％

から９０％まで高めるとされました。 

 

中国では、近年、上述の通り電子商取引（ＥＣ）の爆発的な普及と連動して

宅配業が急速に成長していますが、同計画によると、第１２次５カ年計画（２

０１１～２０１５年）期間において、宅配業界の取扱件数は８．８倍に拡大し

たそうです。当然のことながら経済や社会への波及効果も非常に大きく、宅配

業による雇用創出は直接雇用だけで１００万人超、間接的な雇用も含めると１，

０００万人超に上ったとのことです。 

 

こうした急成長の一方で、やはり日本と同様、人手不足の課題も顕在化して

きているようです。「独身の日の爆買い」として、１１月１１日前後に行われ

るインターネット通販の販促イベント「双十一」が日本でも話題になりました

が、あまりの取扱い荷物量の急激な増加に対応が追いつかず、各地で商品配送

の停滞が発生し、問題となりました。 

 

同計画では、「中国の宅配市場は高度化への重要な転換期にあり、いくつか

の突出した問題が存在する」と分析、具体的には、サービス供給能力の不足、

インフラの不足、人材の不足などが挙げられています。人材については、人手

不足の問題だけでなく、人材の質を高める必要性にも言及し、専門の資格制度

などの整備や、政府・企業・教育機関が連携して人材育成を進める方針が示さ

れています。 

 

また、同計画には、宅配業の「ラストワンマイル」を改善するための専用電



動三輪車の交通に関する管理ルールの制定への取組や、宅配荷物を一時的に預

かるスマートロッカーの普及なども盛り込まれています。 

このように、様々な観点から、国を挙げて宅配産業をさらに飛躍させ、流通

の活性化をはじめ、内需拡大や雇用促進につなげていく方針が示されています。 

 

３ 巨大市場でのチャンス 

物流の基礎となる消費を見てみれば、中国の２０１５年の国民平均消費額は

１万９，３０８元となり、２０００年から、毎年平均８．５％のペースで拡大

しています。 

都市・農村部別に見ると、都市部の平均消費額は２万７，０８８元（２００

０年比増加率３．９倍）、農村部では同９，６３０元（２０００年比増加率５．

０倍）となっており、農村部では、額こそ都市部と比べまだ３倍もの開きがあ

るものの、伸びは都市部を大きく上回り、過去１５年間で消費が５倍に成長し

ていることになります。 

 

消費の増加やサービス需要の多様化を背景に、今後も、物流業及び関連産業

の市場成長余地は大きいと見受けられます。巨大なこの中国市場においては、

冷蔵輸送や医薬品等の専用物流体制、ＩＴを活用した倉庫管理体制や、配送管

理の効率化を通じた省エネなど、技術とノウハウを持つ日系企業にとっては、

多くのビジネスチャンスが存在しているのではないでしょうか。 

 

愛知県上海産業情報センターでは、今後も引き続き、中国でビジネスを展開

される企業の皆様のお役に立てるよう情報提供してまいります 
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